
目標値
基準値
（単位）

指標の分析

外部要因を加味した実績の評価外部要因の分析

社会経済動向

評価

国・都の政策

実　 績
達成率

実　 績
達成率

実　 績
達成率
実　 績
達成率

実績の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 人 件 費

職 員 数

執 行 率

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

決 算 額

予 算 現 額

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

当 初 予 算 額

総 合 計 画
基 本 目 標

主 担 当 部 課 名

市民ニーズ

３　指標実績の推移等

施 策 評 価 シ ー ト 対象年度

記載年月

２　事業費・人件費等の推移

基 本 施 策

め ざ す 姿

（単位：円、人）

SDGsとの関連

１　施策の目的等

施 策 名

指標名

10,269,846,000 9,828,059,000 9,711,587,000

7,578,824,000 7,255,110,000 7,170,658,000

302,427,000 276,383,000 274,855,000

0 0 0

15,300,000 2,400,000 1,500,000

2,373,295,000 2,294,166,000 2,264,574,000

12,170,800,000 13,016,379,000 0

11,396,173,783 11,676,951,005 0

8,851,533,984 9,139,859,622 0

262,430,000 261,011,000 0

0 0 0

0 2,500,000 0

2,282,209,799 2,273,580,383 0

93.6 89.7 0.0

54.87 55.47 0.00

429,912,434 443,691,428 0

33.85 34.85 0.00

109,968,224 112,151,343 0

30,951,068 35,994,849 0

11,967,005,509 12,268,788,624 0

① 生活困窮者自立支援に関わる新規相談件
数

624

件

527 - - -

73.7 0.0 0.0 0.0
715

② 生活保護受給者の就労決定数
66

件

33 - - -

47.1 0.0 0.0 0.0
70

③ 生活保護受給者の就労定着率
76.7

%

75 - - -

83.3 0.0 0.0 0.0
90
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018 低所得者の自立支援

Ⅰ 人と人とが支え合い　誰もが幸せを感じるまち（保健・福祉）

06 生活の安定の確保
福祉保健部 生活福祉課

経済的に困窮する市民が自身の状況に応じた支援や情報につながることができる相談体制等が整備されており、生活保護制度を含めた様々な施
策によってその困窮状態が解消されています。

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

R 7年度

コロナ禍から脱却し社会全体が共存する方向に向かっている状
況から、相談件数も通常の状態に戻りつつある。生活保護では
高齢者世帯が多く、障害等で就労できない世帯もおり、就労者
数の大幅な増加は見込めない。

令和４年度で自立支援金の新規受付が終了し、住居確保給付金
の要件緩和も終了することから、国は平時モードに政策を戻し
ている。ただし、社協の緊急小口資金等のフォローアップを行
うなど、新たな支援も行っている。

生活保護になる前の段階で生活困窮者を支援していくことは重
要で、相談者のバックグラウンドを正確にくみ取り、支援して
いくことがますます重要になっている。関係部署とも十分連携
し、相談者を支援していく。

目標達成に向け順調に進ちょくした

令和４年度から、福祉総合相談として幅広いニーズの相談に対応するようにな
り、他の課からの繋ぎや他機関からの繋ぎも増加した。就労支援も体制強化し
ていたので、相談者の要望にきめ細やかに対応することができた。
就労支援事業及び就労準備支援事業を効果的に活用することにより、対象者の
個々の状況に応じた支援を実施し、被保護者の就労による自立を促進した。一
方、ケースワーカー１人当たりの担当世帯数は、依然として多い状況であり、
稼働能力を有する世帯へのより積極的な就労支援が必要である。



４　主要な取組（事務事業）の進行管理

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

計画値

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

計画値

計画値

実 　績

計画値

実 　績

実 　績

計画値

実 　績

計画値

実 　績

要因の具体的内容

事務事業名称 主担当部課名 事業種別

次年度における事業の位置づけ

（※）要因の類型

☑ ☑ ☑

指標名
基準値

（単位）

事業推移
計画値

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

要因の類型（※）

要因の具体的内容

事務事業名称 主担当部課名 事業種別

次年度における事業の位置づけ

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

事務事業名称 主担当部課名 事業種別

☑ ☑ ☑

次年度における事業の位置づけ

指標名
基準値 事業推移

計画値
実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）（単位）

要因の類型（※）

☑ ☑ ☑ ☑ ☑ ☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

要因の類型（※）

☑ ☑ ☑

指標名
基準値 事業推移

計画値
実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）（単位）

要因の類型（※）

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

実 　績 ☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

要因の類型（※）

生活困窮者自立支援事業 福祉保健部 生活福祉課 主要な事務事業

B 2

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①生活困窮者自立支援に関わ
る事業数

6

件

6 6 6 6 6

6 - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □

府中市は平成２７年の生活困窮者自立支援制度が実施されてから、必須事業だけでなく任意事業も実施しており、生活保護になる
前の段階でさまざまな支援を必要とする方の支援を実施している。どの事業も順調に実施することができた。

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

生活保護受給者自立支援事業 福祉保健部 生活福祉課 主要な事務事業

B 1

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①就労支援委託事業につなげ
た件数

133

件

134 136 138 140 140

87 - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □

ケースワーカーが不足しており、担当する世帯数が法定数を上回っている現状が続いているため、就労支援の働きかけがうまく回
っていないことが影響した可能性がある。また、実際の支援においては、就労支援員が面接を実施したうえで、その人に合った支
援を行うこととしているため、必ずしも就労支援委託事業に全件つながるわけではないことも一因として考えられる。

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

018　低所得者の自立支援
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1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他



評価

今年度の主な取組と成果

今後の展開

４年間の総合評価

評価

実績

今後の展開

協働により推進したい取組

今年度の方針４年間（計画期間中）で協働により推進したい具体的な取組（解決したい課題・着手したい事業等）

６　関連計画における位置づけ

評価 次年度の方針今年度の取組実績

５　施策の評価

018　低所得者の自立支援
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R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

概ね計画通りの成果を上げた

令和４年度から、福祉総合相談
として幅広いニーズの相談に対
応するようになり、他の課から
の繋ぎや他機関からの繋ぎも増
加した。就労支援も体制強化し
ていたので、相談者の要望にき
め細やかに対応することができ
た。
被保護者の自立を支援するため
、就労につなげる支援を複合的
に実施した。また、就労意欲が
低い方や基本的な生活習慣に課
題を有するために直ちに一般就
労に結びつかない方に対する支
援も実施した。

生活が困窮した方に対しては、
引き続き生活困窮者自立支援法
による各種支援施策の重要性が
高いため、「断らない相談窓口
」として、生活保護の受給に至
る前段階で各サービスの利活用
を積極的に行い、きめ細かく対
応していく。
被保護世帯に対しては、就労支
援により経済的自立を促す。併
せて、就労意欲が低い方や基本
的な生活習慣に課題を有するた
めに直ちに一般就労に結びつか
ない方に対する支援も実施し、
社会生活の自立を支援する。

地域の中で孤立し、困難を抱える方の把握や早期支援のほか、低所得者や要支援者の支援に係る多様な働き方に関すること。

地域の中で孤立し、困難を抱える方の把握や早期支援については、当課のみで実効的な取組が困
難であることから、地域福祉コーディネーターやわがまち支えあい協議会などと連携する体制が
構築できるよう取り組んでいく。関係各所とその連携方法及び取組方法等を協議・共有したうえ
で、支援を必要としている方を早期に把握し、実際に支援につなげていくことを目指す。
低所得者や要支援者の支援に係る多様な働き方については、生活困窮者及び生活保護受給者への
就労支援事業及び就労準備支援事業を事業委託により実施している。その中で、一人ひとりの状
況に合わせ、多様な働き方が可能となるよう、委託事業者及びハローワークとの連携を密にし、
取組を強化していく。また、就労につなげるだけではなく、それが継続していけるようその後の
定着支援を行うことで、社会的自立をしっかりと後押ししていく。

地域福祉コーディネーターの担当課である地域福祉推進課及び
社会福祉協議会と協議を行い、今後の方向性等を確認していく
。
就労支援については、委託事業者と月一回の打合せを実施して
いる。

地域福祉コーディネーターと月１回連絡会を開催し、困難なケ
ースへの対応や困りごと相談会での相談内容などを共有し、対
応方法などを話し合い、問題の解決に向けてさまざまな方法を
検討した。

協働による実施を検討した 引き続き地域福祉コーディネーターとの連携を推進し、市役所
まで来ることが困難な高齢者などの困り事などにも対応できる
よう、問題の解決に向け社協とも連絡会を開き、情報共有して
いく。



目標値
基準値
（単位）

指標の分析

外部要因を加味した実績の評価外部要因の分析

社会経済動向

評価

国・都の政策

実　 績
達成率

実　 績
達成率

実　 績
達成率
実　 績
達成率

実績の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 人 件 費

職 員 数

執 行 率

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

決 算 額

予 算 現 額

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

当 初 予 算 額

総 合 計 画
基 本 目 標

主 担 当 部 課 名

市民ニーズ

３　指標実績の推移等

施 策 評 価 シ ー ト 対象年度

記載年月

２　事業費・人件費等の推移

基 本 施 策

め ざ す 姿

（単位：円、人）

SDGsとの関連

１　施策の目的等

施 策 名

指標名

186,954,000 329,865,000 159,736,000

90,000 27,668,000 30,000

60,000 3,915,000 4,024,000

0 0 0

152,172,000 285,708,000 148,256,000

34,632,000 12,574,000 7,426,000

186,954,000 327,200,000 0

173,973,617 318,301,291 0

0 18,668,256 0

0 125,715,000 0

0 0 0

133,411,367 168,683,726 0

40,562,250 5,234,309 0

93.1 97.3 0.0

2.80 5.62 0.00

21,937,460 44,973,960 0

0.00 0.00 0.00

0 0 0

541,612 525,611 0

196,452,689 363,800,862 0

① 住宅セ-フティネット制度における住宅
確保要配慮者の住み替え割合

64.6

%

81.8 - - -

116.9 0.0 0.0 0.0
70
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019 住宅セーフティネット制度の推進

Ⅰ 人と人とが支え合い　誰もが幸せを感じるまち（保健・福祉）

06 生活の安定の確保
都市整備部 住宅課

高齢者や低所得者等の住宅の確保に特に配慮を要する方に、公的住宅に加えて、民間の空き家・空き室を活用した居住支援が行われており、誰
もが安心して暮らすことができています。

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

R 7年度

高齢者、障害者、子育て世帯等の住宅確保に配慮が必要な方が
増加しているが、住宅セーフティネットの根幹である公営住宅
については大幅な増加が見込めない状況にある。一方で、民間
の空き家・空き室は増加している。

住宅セーフティネット住宅に関する各種補助金や居住支援法人
等の活動に関する補助金を用意し、住宅セーフティネット制度
が円滑に機能するための政策を行っている。

民間賃貸住宅の持ち主が高齢者の孤独死や障害のある方の近隣
トラブルを恐れ、部屋を貸し渋る傾向にあるため、高齢者と精
神に障害のある方の相談が多い現状である。

目標以上に進んだ

居住支援協議会において、住まい探しの課題等について話し合い、情報共有を
図っているほか、令和４年度から社会福祉協議会に住まい相談窓口を移したこ
とにより、住宅確保要配慮者に対する福祉的なサポート体制の構築が図られ、
住宅確保要配慮者のみならず、民間賃貸住宅の持ち主や不動産関係団体に対し
ても安心感を持ってもらえるようになり、住み替え割合が向上した。



４　主要な取組（事務事業）の進行管理

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

計画値

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

計画値

計画値

実 　績

計画値

実 　績

実 　績

計画値

実 　績

計画値

実 　績

要因の具体的内容

事務事業名称 主担当部課名 事業種別

次年度における事業の位置づけ

（※）要因の類型

☑ ☑ ☑

指標名
基準値

（単位）

事業推移
計画値

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

要因の類型（※）

要因の具体的内容

事務事業名称 主担当部課名 事業種別

次年度における事業の位置づけ

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

事務事業名称 主担当部課名 事業種別

☑ ☑ ☑

次年度における事業の位置づけ

指標名
基準値 事業推移

計画値
実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）（単位）

要因の類型（※）

☑ ☑ ☑ ☑ ☑ ☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

要因の類型（※）

☑ ☑ ☑

指標名
基準値 事業推移

計画値
実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）（単位）

要因の類型（※）

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

実 　績 ☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

要因の類型（※）

市営住宅管理運営事業 都市整備部 住宅課 主要な事務事業

B 1

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①市営住宅における所得基準
内世帯の割合

96

%

96 96 96 96 96

96 - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □

収入超過者に対し、住宅の明渡しに努めるよう促した結果、計画どおり実施することができた。

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

居住支援事業 都市整備部 住宅課 主要な事務事業

B 1

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①居住支援協議会の開催回数

3

回

3 3 3 3 3

3 - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □

居住支援協議会を１回、居住支援協議会部会を２回開催し、情報共有等を行った。

②不動産事業者協力店舗数

21

店舗

26 30 33 35 35

27 - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □

居住支援協議会の構成員である「公益社団法人東京都宅地建物取引業協会府中稲城支部」及び「公益社団法人全日本不動産協会東
京都本部多摩中央支部」に訪問し、事業趣旨を再度説明するとともに各会員への周知を依頼したことにより協力店舗が増加した。

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □
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1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他
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今年度の主な取組と成果

今後の展開

４年間の総合評価

評価

実績

今後の展開

協働により推進したい取組

今年度の方針４年間（計画期間中）で協働により推進したい具体的な取組（解決したい課題・着手したい事業等）

６　関連計画における位置づけ

評価 次年度の方針今年度の取組実績

５　施策の評価
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R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

計画を上回る成果を上げた

・市営住宅管理運営事業につい
て、安全で快適な住宅を維持す
るため、長寿命化計画に基づき
修繕・委託・工事を実施した。
・居住支援事業について、社会
福祉協議会に住まい相談窓口を
移したことにより住宅確保要配
慮者に対する福祉的なサポート
体制の構築が図られ、住み替え
割合が向上した。

・市営住宅管理運営事業につい
て、引き続き安全で快適な住宅
の維持に努めるとともに、建替
・除却等の方針や効率的な維持
管理の方法について検討してい
く。
・居住支援事業について、引き
続き住宅と福祉の相談を一体的
に受けるとともに、居住支援協
議会や関係団体との協議を密接
に行っていく。

住宅確保要配慮者の居住支援に関すること。

住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進等を図るため、不動産関係団体、居住支
援団体、建築関係団体、地方公共団体で構成される居住支援協議会において、定期的に情報交換
を行うとともに、住宅セーフティネット住まい相談窓口を社会福祉協議会に置き、民間賃貸住宅
への円滑な入居及びそれに伴う地域生活における各種相談支援を行う。

居住支援協議会で情報交換を行い、住まい探しの課題について
共通の意識を持つ。また、民間賃貸住宅の貸主に対し、トラブ
ルが発生した時の対処が分かりやすくなるよう、事例集を作成
する。

居住支援協議会（部会を含む）を３回開催し、住まい探しの課
題について情報交換等を行った。また、トラブル事例集を作成
した。

協働による相乗効果を得ること
ができ、その効果を市民に還元
することができた

引き続き居住支援協議会で情報交換を行い、住まい探しの課題
について共通の意識を持つ。また、社会福祉協議会において住
まい相談を継続し、地域包括支援センターや地域福祉コーディ
ネーターなど多くの福祉機関との連携を密とすることで、住宅
確保要配慮者の住まい先の確保及び生活の安定を支援し、更に
住宅確保要配慮者を受け入れる貸主の不安を緩和する支援も検
討し、円滑な入居の促進を図る。


